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平成29年度

2階 ０．５２ ０．３５

1階 ０．３３ ０．２５

地下 １．２０ ０．４７

●庁舎の耐震診断結果

●立地に関する課題

庁舎付近の浸水想定区域図（役場周辺）

下記の浸水想定区域は、平成30年3月時点における
国土地理院、国土交通省、群馬県が航空レーザー測量
等によって算出した標高データ・河道洪水調節施設を
勘案してシュミレーションにより予測したもの。
想定雨量は3日間491mmで、昭和22年に発生した、
カスリーン台風と同規模の降雨を想定している。

補足資料

●耐震診断の基準（is値）
is値とは構造耐震指標のことをいい、地震力に対する建物の強度、
靱性（変形能力、粘り強さ）を考慮し、建築物の階ごとに算出する。
「建築物の耐震改修」の促進に関する法律（耐震改修促進法）」により、
震度６～７程度の規模の地震に対するis値の評価は以下の様に定められる。

is値が０．６以上 倒壊、又は崩壊する危険性が低い

is値が0.3以上0.6未満 倒壊、又は崩壊する危険性がある

is値が0.3未満 倒壊、又は崩壊する危険性が髙い

●官庁施設の総合耐震計画基準（国土交通省）

1類（Is値：0.90以上）
目標
・大地震後、構造体の補修をすることなく建築物を使用できることを目標とし、
人命の安全確保に加えて十分な機能確保が図られている
対象施設
・災害応急対策活動に必要な建築物のうち、特に重要な建築物
2類（Is値：0.75以上）
目標
・大地震後、構造体の大きな補修をすることなく建築物を使用できることを目
標とし、人命の安全確保に加えて十分な機能確保が図られている
対象施設
・災害応急対策活動に必要な建築物及び多数の者が利用する建築物
3類（Is値：0.60以上）
目標
・大地震により構造体の部分的な補修は生じるが、建築物全体の耐力の低下は
著しくないことを目標とし、人命の安全確保が図られている
対象施設
・1類、2類以外の建築物



●たかやま５つのゼロ宣言の表明 ●公共施設のCO2排出量の現状

「村の中心地に必要なものは」の設問で、上位回答は
スーパー・日用雑貨、役場を望む声が多かった

●アンケート調査結果（令和５年実施）


